









































































































































































1992 28.4 12.4 41.4 25.2
1996 30.0 10.6 46.6 28.0
2000 33.5 14.9 48.5 29.9





















1992 66.5 20.0 38.6 94.8 15.0 42.4
1996 66.2 21.8 39.7 94.5 17.9 47.5
2000 66.7 19.9 27.6 94.3 19.2 46.8






























































































































































59歳	一般最高 59歳課長相当職 59歳部長相当職 61歳以上フルタイム
全　　体 517.5	 628.6	 628.6	 366.8
30人未満 441.8 519.5 519.5 316.4
30〜99人 490.4 587.1 587.1 348.2
100〜999人 557.4	 676.9	 676.9	 399.7
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高齢者雇用の増加と定年制の機能変化〜2004年改正高齢者雇用安定法の影響を中心に
その選定基準が厳しいことが伺えるのである。
以上は，改正高齢法施行前の状況である。その後，改正高齢法の施行によってこうした状況は改
善されたとはいえ，大企業での高齢者の継続雇用は非常に稀であったことが図２から明らかであろ
う。また定年時に「一定基準への適合者」という尺度を定年到達者に向けることにより，ここで年
齢基準以外の個別的な基準が用いられ，年齢基準による集団管理が崩れていることが理解されよう。
ここでは既に実質的には個別管理が実施されており，その基準は高齢者雇用促進という観点からみ
ると，極めて厳格な類いのものだと言える。
7.　おわりに
以上，改正高齢法は，雇用保障の年齢を延長することによって，「意図せざる結果」として従来
の定年制が持っていた雇用保障機能と解雇機能の双方を弱体化させている。身体的・精神的に多様
化し，さらに扶養者や介護必要者の人数やその有無によって家計の必要性が異なる高齢者には個別
管理が適合的であり，その点からも従来の集団的管理による定年制では個別対応がむずかしくなっ
たのである。
ところで日本型雇用システムは，その原型が出来上がった当時から，1964年の日経連の「能力
主義管理」の提唱を一つの象徴として能力主義化，年功制度の打破，成果主義の導入などスローガ
ンと共に，その改変を求める動きが継続した。そしてそれは実は40年以上にもわたって改変しな
ければならないと主張され続けたのである。40年も一貫して主張されると，また同じことが繰り
返され現実の変化は実際には起きないのではないか、という狼少年と似たケースのようにも思える。
しかし日本がこれまで経験したことのない高齢社会を迎えるにあたって，ようやく高齢者の雇用確
保と定年制の機能という観点からみると，従来の日本型雇用システムが機能しがたくなったことが
判明した。日本の高齢社会の進展そのものが，従来の日本型雇用システムの改変をもたらしている
のである。
（謝辞）　この研究は法政大学大学院エイジング総合研究所の「高齢化に関する国際共同研究（日
本，中国，韓国）プロジェクト」（文部科学省私立大学研究高度化推進事業）から助成を受けた。
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